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外資系企業の一般的な駐在スキーム
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重要な概念 (1) _（税務上の）居住者
-誰のどのような所得が課税の対象になるのか？-

ポーランド（税務上の）居住者

年内183日以上ポーランドに滞在

ポーランドとの人的、経済的な結びつきが強い

OR

ポーランド（税務上の）非居住者

ポーランドで課税される
所得

*

租税条約の適用／二重課
税の排除

ポーランド居住者である期間の全世界所得
ポーランドで業務に従事した期間のポーランド
源泉所得

日本で課税されている赴任の年の赴任前の期間
に受領した所得、帰任の年の帰任後に受領する
所得はポーランド個人所得税の対象外

短期滞在者免除 
• 年内183日未満のポーランド滞在

• ポーランド拠点あるいはPEから支払われている給与

等がない 

• 滞在者の給与等が日本本社から現地拠点に請求され

ていない。

主な条件
「ポーランド源泉所得」とは：
ポーランドでの活動により創出され
る所得
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主要な概念(2) _申告・納税方法
-いつどのように支払うのか？-

源泉所得税 所得税前払い 年次所得税申告

対象となる所得 現地契約により支払われる給与等 日本本社との契約により支払われ

れる給与等

すべての所得 (ポーランド居住者

の場合は、全世界所得）

支払義務者 ポーランドの雇用主 個人（被雇用者） 個人

期限 給与等が支払われた月の翌月20日 給与等を受領した月の翌月20日
（1月～11月に受領した給与等につ

いて前払いを実施する。）

12月受領分については、年次所得

税申告に含める。

税務年度（暦年）の翌年4月末

税率 累進税率 - 12% および 32% 通常は12％、任意に32％を適用す

ることも可能

累進税率‐12% および32% (所得

のPLN100万超の部分には 32％
に加え4%の連帯課金)

社会保険料 対象となる。源泉所得税とともに計

算し納付が必要

対象とならない ‐

*ポーランド滞在日数が183日を超える場合に、滞在日数が1か月を超えた時点から所得税前払いの対象となる
ルールであるが、実務上は、長期赴任者（＝駐在員）は、赴任後すぐに実施すべきである。結果的に何日滞在す
るか分からず短期滞在者免除の取れる可能性のある派遣者は、183日を超えた時点で、速やかに派遣開始時点ま
で遡って計算を行い前払いを行う。この場合、遅延利息は支払い不要である。 
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① 雇用者所得

• 給与・賞与

• ベネフィット

 住居

 学校費用

 社用車,  etc.

②所得控除

• ポーランド、EUの社会保険料

• 寄付

• インターネット控除

• 適格者に対する優遇措置, など

重要な概念 (3) _ 個人所得税額の計算
-いくら払う必要があるのか？-

③税率 ④税額控除

• 子女税額控除課税ベース 税率

-30,000 0%

-120,000 12%

-1,000,000 32%

1,000,000- 32+4%

税額控除（年
額、PLN)

第2子まで 1,112.04

第3子 2,000.04

第4子以上 2,700.00

①雇用所得 – ②各種所得控除

=課税ベース

課税ベース *  ③税率 – ④税額控
除

=税額

その他の所得に対する課税:
• 受動的所得（預金利息、配当、キャピタルゲインなど）： 一律19% のフラット税率
• 賃貸収入 (スライド44を参照）
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ポーランドから海外に派遣される
駐在員のベネフィット

ポーランド最高行政裁判所は、2023年8月1日付けの判決（sygn. akt II 
FSK 270/21）および2024年1月9日付けの判決（sygn. II FSK 434/21お
よびII FSK 1332/21）では、出向者に関するEU規則および外国での勤

務が一時的であることを考慮すると、交通費（航空便を含む）や勤務
地での住居費などの福利厚生は個人所得税が免除されるべきであると
結論づけた。

上記は主に、1年未満の期間で従業員を海外に派遣する雇用主に関す
るものであり、出張者とは区別して考える必要がある。

ポーランド税務当局は、上記の裁判所の判決にもかかわらず、個人所
得税がが支払われるべきであるとのルーリングを発行している。

個人所得税の過払いの可能性だけでなく、社会保障（ZUS）と健康保
険（NFZ）の過払いについても（肯定的な裁判所の判決が出れば）還
付を請求できる可能性がある。
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